
◎著作権法の一部を改正する法律 
（平成一六年六月九日法律第九二号）   

一、提案理由（平成一六年四月一五日・参議院文教科学委員会） 

○国務大臣（河村建夫君） おはようございます。 

 このたび、政府から提出いたしました著作権法の一部を改正する法律案について、そ

の提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 我が国の著作権制度については、情報化等に対応してこれまでも逐次整備を進め、そ

の充実を図ってまいりましたが、知的財産基本法に基づき昨年七月に策定された知的財

産の創造、保護及び活用に関する推進計画を着実に実施し、知的財産戦略を推進するた

め、その一層の充実が必要となっております。 

 この法律案は、著作権の分野について知的財産戦略を推進し、著作物の適切な保護と

活用を図るために必要となる改正を行うものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一は、アジア諸国など物価水準の異なる国において許諾を受けて生産された商業用

レコードが我が国に還流してくることを防止する措置を講ずることであります。 

 近年、アジア諸国において我が国の音楽の人気は年々高まっております。ところが、

これらの国において我が国の権利者から許諾を受けて生産された商業用レコードが、我

が国に還流し、安価に販売されることにより、権利者の経済的利益に大きな影響を与え

るという事態が生じております。 

 今回の改正は、このような事態を解消し、我が国の音楽文化の海外普及を促進するた

め、専ら国外において頒布することを目的とする商業用レコードを、情を知って、国内

において頒布する目的をもって輸入する行為等を、著作権又は著作隣接権を侵害する行

為とみなすこととするものであります。ただし、国内において最初に発行された日から

七年を超えない範囲内において政令で定める期間を経過した商業用レコードについては

適用除外としております。 

 第二は、書籍又は雑誌の貸与について貸与権が及ぶこととすることであります。 

 著作者等に貸与権が認められた昭和五十九年の著作権法の改正においては、貸本業が

長年自由に行われていた経緯等にかんがみ、所要の経過措置を設け、書籍又は雑誌の貸

与による場合には、当分の間、貸与権の規定は適用しないこととしておりました。とこ

ろが、近年、事業を大規模に展開する貸本業が出現しつつあり、漫画家、小説家などの

著作者の経済的利益に大きな影響を与えるという事態が生じております。 

 このため、この経過措置を廃止し、書籍又は雑誌の貸与による公衆への提供について

貸与権が及ぶこととするものであります。 

 第三は、著作権等を侵害した者に対する罰則を強化することであります。 

 具体的には、基本的に、懲役刑は三年以下、罰金刑は、個人は三百万円以下、法人は

一億円以下とされているものを、特許権侵害又は商標権侵害と同様に、それぞれ、五年



以下、五百万円以下、一億五千万円以下に引き上げる等の改正を行うとともに、懲役刑

及び罰金刑を併科できることとするものであります。 

 なお、この法律は、平成十七年一月一日から施行することとし、所要の経過措置を講

ずることとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御賛成くださいますようにお願い申し上げます。 

 以上であります。ありがとうございました。 

二、参議院文教科学委員長報告（平成一六年四月二一日） 

○北岡秀二君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、国外のみで頒布することを目的とする商業用レコードを、情を知って、

国内において頒布する目的をもって輸入する行為等を著作権等の侵害行為とみなすこと、

書籍又は雑誌の貸与について貸与権を付与すること、及び著作権等を侵害した者に対す

る罰則を強化することを内容とするものであります。 

 委員会におきましては、商業用レコードの還流防止制度導入の意義と消費者利益への

配慮、書籍等への貸与権の付与に伴う円滑な権利処理体制の構築等について質疑が行わ

れましたが、その詳細は会議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して、附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年四月二○日） 

 政府及び関係者は、著作権制度に係る国際的動向等に対応し、著作権等の保護と著作

物の利用の円滑化を図るため、次の事項について特段の配慮をすべきである。 

一、商業用レコードの還流防止措置の運用に当たっては、権利の侵害とみなす要件の明

確化とその周知に努めるとともに、私的使用のための個人輸入や並行輸入等により多

様な輸入レコードが国民の間に浸透し、音楽に関する文化・産業の発展に寄与してき

た経緯等を踏まえ、制度の趣旨に則し、かつ消費者保護及び適正な流通市場の維持の

観点を重視した運用がなされるよう、十分留意すること。 

  なお、洋楽の商業用レコードについては、還流防止措置が行使されることなどによ

り、著しく消費者の利益が侵害される事態が発生した場合には、本法の見直しを含め、

再検討すること。 

二、還流防止措置の対象となる商業用レコードを一定期間に限定する政令を定めるに当

たっては、権利者、消費者等関係者の意見を十分に聴取し、適正な期間とするととも

に、今後の動向も見ながら適宜検討・見直しを図ること。 

三、還流防止措置の対象となる著作物の拡大については、消費者保護や公正取引の観点



から慎重に対応すること。 

四、本法施行後、還流防止措置導入後の消費者への利益還元、内外価格差及び商業用レ

コードの輸入状況等諸情勢を勘案し、還流防止制度全般について、必要に応じ適切な

措置を講ずること。 

五、還流防止措置の導入により、再販制度とあいまって、商業用レコードの価格が二重

に保護されることになるとの指摘等も踏まえ、販売価格の引下げ等消費者への利益の

還元に更に努めるとともに、再販制度については、消費者保護の観点から、一層の弾

力的運用に努めること。 

六、海賊版による権利侵害に対しては、侵害状況調査の拡充や侵害発生国政府への対策

強化の積極的な要請等実効性のある対策に努めること。 

七、書籍・雑誌に貸与権を付与するに当たっては、その趣旨にかんがみ、公正な使用料

と適正な貸与禁止期間の設定によって許諾し円滑な利用秩序の形成を図るとともに、

貸与権を管理する新たな機関が、権利者の保護と書籍等の円滑な利用の促進という要

請にこたえることができるよう体制を整備すること。 

  右決議する。 

三、衆議院文部科学委員長報告（平成一六年六月三日） 

○池坊保子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、著作権の分野について知的財産戦略を推進し、著作物の適切な保護と活用を

図るため、商業用レコードの還流防止措置の導入、書籍または雑誌への貸与権の付与な

ど必要となる改正を行おうとするもので、その主な内容は、次のとおりでございます。 

 第一に、アジア諸国など物価水準の異なる国において許諾を受けて生産された商業用

レコードが、我が国に還流してくることを防止する措置として、専ら国外において頒布

することを目的とする商業用レコードを、情を知って、国内において頒布する目的をも

って輸入する行為等を、著作権または著作隣接権を侵害する行為とみなすこととするこ

と、 

 第二に、書籍または雑誌の貸与についての経過措置を廃止し、書籍または雑誌の貸与

による公衆への提供について貸与権が及ぶこととすること、 

 第三に、著作権等を侵害した者に対する罰則を強化するための措置等を講じることと

することなどであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、五月二十五日本委員会に付託され、翌二十六日河

村文部科学大臣から提案理由の説明を聴取し、去る二十八日から質疑に入り、参考人か

ら意見を聴取するなど慎重に審査を重ねました。昨六月二日民主党・無所属クラブ、日

本共産党及び社会民主党・市民連合の三会派共同提案に係る修正案が提出され、同日質

疑を終局し、採決の結果、修正案は賛成少数で否決され、本案は全会一致をもって原案

のとおり可決すべきものと決しました。 



 なお、本案に対し、商業用レコードの還流防止措置の存在により、欧米諸国からの洋

楽のレコードの並行輸入等が阻害されるなど消費者の利益が侵害される事態が生じた場

合には、同措置の見直しを含め、適切な対応策を講じることとすることなど、十三項目

の附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年六月二日） 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ

る。 

一 商業用レコードの還流防止措置の存在が欧米諸国からの洋楽のレコードの並行輸入

及びすべての商業用レコードの個人輸入等を阻害することのないよう、内外の著作権

者及び著作隣接権者に対し最大限の配慮を求めるとともに、欧米諸国からの洋楽の並

行輸入等が阻害されるなど消費者の利害が侵害される事態が生じた場合には、還流防

止措置の見直しを含め、適切な対応策を講じること。 

二 商業用レコードの還流防止措置の運用に当たっては、私的使用のための個人輸入や

並行輸入等により多様な輸入レコードが国民の間に浸透し、音楽に関する文化・産業

の発展に寄与してきた経緯等を踏まえ、制度の趣旨に則し、権利の侵害とみなす要件

の明確化とその周知に努めるとともに、消費者保護及び適正な流通市場の維持の観点

を重視した運用がなされるよう、十分留意し、監視すること。 

三 還流防止措置を適用する期間を政令で定めるに当たっては、権利者、消費者等関係

者の意見を十分に聴取し、適正な期間とするとともに、今後の動向も見ながら適宜検

討を行い、見直しを図ること。 

四 日本のレコード会社は、日本国内での販売を規制する作品について海外にライセン

スするに当たり、日本国内発売禁止と外から見えるようにジャケット若しくはインレ

イに表示するようライセンシーに要請するなど、適切に対応すること。 

五 還流防止措置の対象となった商業用レコードについては、当該作品の日本国内での

販売状況について国内のレコード会社に定期的に報告を求め、国内のレコード会社が

もはや発行していないと認められた場合には、速やかに還流防止措置の規制対象外と

し、レコード流通業者、小売店及び消費者に告知するよう努めること。 

六 還流防止措置導入後の消費者への利益還元、内外価格差及び商業用レコードの輸入

状況等諸情勢について、継続的な評価及び分析を行い、還流防止制度全般について、

必要に応じ適切な措置を講ずること。 

七 還流防止措置の運用状況、商業用レコードの国内価格の変動、海外での邦楽レコー

ドの販売状況、商業用レコードの再販制度をめぐる議論その他還流防止措置の必要性

並びに消費者及びレコード流通業者の権利利益の保護をめぐる状況について把握する

とともに、広く消費者への周知に努めること。 

八 本法施行後一定期間経過後、還流防止措置の必要性並びに消費者及びレコード流通



業者の権利利益の保護をめぐる状況について検討を加え、その結果に基づいて還流防

止措置の廃止、保護期間の短縮を含め必要な措置を講ずること。 

九 還流防止措置の導入により、再販制度とあいまって商業用レコードの価格が二重に

保護されることになるとの指摘等も踏まえ、販売価格の引下げ等消費者への利益の還

元に更に努めるとともに、再販制度については、消費者保護の観点から、再販期間の

短縮等一層の弾力的運用に努めること。 

十 海賊版による権利侵害に対しては、侵害状況調査の拡充や侵害発生国政府への対策

強化の積極的な要請等、実効性のある対策に努めること。 

十一 書籍・雑誌の貸与権の行使に当たっては、公正な使用料と適正な貸与禁止期間の

設定によって許諾し、円満な利用秩序の形成を図るよう配慮すること。また、権利者

の利益の保護を図るとともに書籍・雑誌の円滑な利用の促進に資するため、書籍・雑

誌の貸与権を管理する新たな機関の適切な運営及び環境の整備に努めること。 

十二 今後の著作権法の改正に当たっては、文化審議会著作権分科会の議論の前提とな

る関係者間協議において、消費者関連団体が加わるよう配慮すること。 

十三 多くの国民がインターネットを通じて自らの創作物を公表するなど、表現手段の

多様化により、それぞれが利用者になると同時に権利者となる「一億総ユーザー、一

億総クリエイター」の時代を迎えている中、国民が著作権を身近な問題として考え、

自ら判断し行動することが求められていることから、学校等における「著作権教育」

の充実や国民に対する普及啓蒙活動に努めること。 


